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諮問庁：総務大臣 

諮問日：平成３１年３月１９日（平成３１年（行情）諮問第２３９号） 

答申日：令和２年１月１５日（令和元年度（行情）答申第４２９号） 

事件名：特定事件番号の答申書の特定の記載に至るまでの審議過程が分かる文

書の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「平成３０年度（独個）答申第７号の「第３ 諮問庁の説明の要旨 

２ 見解」の記載に至るまでの審議過程が分かる文書」（以下「本件対

象文書」という。）につき，これを保有していないとして不開示とした

決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３１年２月５日付け情個審第３８

０号により総務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った

不開示決定（以下「原処分」という。）を取り消すとの裁決を求める。 

 ２ 審査請求の理由 

 （１）審査請求書 

    別紙１のとおり。 

 （２）意見書 

別紙２のとおり。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件事案の経緯 

本件開示請求者（審査請求人）は，平成３０年１２月２９日付け（平成

３１年１月４日受付）で，法に基づき，処分庁に対し，「答申日：平成３

０年５月１４日（平成３０年度（独個）答申第７号） 山名学答申書 事

件名：本人が特定年度に納付した国民年金保険料の納付書の不開示決定

（不存在）に関する件 上記の事件の審議過程の分かる文書」の開示請求

を行った。 

本件開示請求を受け，処分庁は，上記の記載では開示請求の対象となる

行政文書を特定することが困難であったことから，開示請求者に対して，

情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）における平成

３０年度（独個）答申第７号に係る諮問事件（以下「本件事件」とい
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う。）の「審議過程が分かる文書」に考えられるものとして，「第４ 調

査審議の経過」の記載がある答申書（平成３０年度（独個）答申第７号）

及び本件事件の諮問事件進行管理票を保有していることを情報提供した上

で，審査請求人が開示を求める文書の名称について補正を求めたところ，

回答書の４頁第３に，「審査請求人が不明として求めている「２ 見解」

に至るまでの審査審議過程が不明です。」とあり，また，回答書の５頁第

４に，「上記第３について記載されている文書を特定してください。」と

の記載があったことから，審査請求人が開示を求める文書の名称を本件対

象文書の文言に補正し，当該文書について，作成・取得しておらず保有し

ていないとして不開示とする原処分を行った。 

本件審査請求は，原処分に対してなされたものである。 

 ２ 本件審査請求人の主張の要旨 

審査請求書によると，審査請求人の主張の要旨は，以下のとおりである。 

不開示決定を取り消し，請求文書の開示を求める。 

請求文書と決定文書との間には齟齬がある。 

 ３ 本件審査請求に対する諮問庁の見解 

本件審査請求は，本件対象文書の特定を争うものと解される。 

上記２の主張について，処分庁は，上記１のとおり補正を行っており，

審査請求人が本件対象文書の開示を請求したことは明らかである。 

また，平成３０年度（独個）答申第７号の「第３ 諮問庁の説明の要旨 

２ 見解」には，諮問庁（日本年金機構）の不開示決定についての審査請

求に対する見解が記載されており，その見解に至るまでの審議過程の分か

る文書は，審査会において，作成・保有していない。 

したがって，本件開示請求に対し，本件対象文書を特定し，作成・取得

しておらず，保有していないとすることは妥当である。 

 ４ 結論 

以上のことから，本件審査請求には理由がなく，原処分を維持すること

が妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３１年３月１９日   諮問の受理 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年４月１５日      審査請求人から意見書を収受 

   ④ 令和元年１２月１３日   審議 

   ⑤ 令和２年１月１０日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，
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本件対象文書について，これを作成・取得しておらず保有していないとし

て不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分を取り消すとの裁決を求めているが，

諮問庁は，原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の保有

の有無について検討する。 

 ２ 本件対象文書の保有の有無について 

 （１）審査請求人は，審査請求書（別紙１）及び意見書（別紙２）において，

請求内容を書き変えたことは違法であるなどと主張する。 

    諮問庁は，理由説明書（上記第３の１）において，求補正手続により，

審査請求人が開示を求める文書の名称について確認及び補正した上で，

本件対象文書を特定した旨説明する。 

 （２）当審査会において，本件諮問書に添付された求補正書（平成３１年１

月１７日付け）及び回答書（同月２４日付け）（写し）を確認したとこ

ろ，本件開示請求の求補正の経緯等は，おおむね諮問庁の説明（上記第

３の１）のとおりであり，審査請求人の主張を認めるに足りる事情もう

かがわれず，違法，不当な点があったとは認められない。 

 （３）次に，諮問庁から提示を受けた平成３０年度（独個）答申第７号の答

申書（写し）によれば，同答申書の「第３ 諮問庁の説明の要旨」の

「２ 見解」には，当該事件の諮問庁・処分庁である日本年金機構の不

開示決定に係る審査請求に対する見解が記載されていることが認められ

る。 

この点に関し，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたとこ 

ろ，諮問庁は，日本年金機構の当該見解は，同機構が作成した理由説明

書の内容の一部についてまとめたものであり，審査会においては，当該

見解に対する判断について，その調査審議の過程で検討されることにな

るが，その内容は，答申書に反映されることになるのであって，それと

は別に，調査審議の過程に関する文書は作成していない旨説明する。 

諮問庁の上記説明に，特段不自然，不合理な点はなく，これを覆すに

足りる事情は認められない。 

（４）また，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁

は，本件審査請求を受けて，念のため，本件開示請求があった際と同様

に，審査会事務局の執務室内の書庫，書棚，共用ドライブ等の探索を行

ったが，本件対象文書の存在を確認することはできなかった旨説明する。 

その探索の範囲等に特段の問題があるとは認められない。 

（５）以上によれば，総務省において，本件対象文書を保有しているとは認

められない。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

 （１）審査請求人は，意見書において，作成していない文書を特定した点，



4 
 

内容が分からない文書を特定した上で，不存在として，不開示と不開示

理由を主張している点で，行政手続法８条に規定する理由付記の制度に

違反している旨主張する。 

    しかしながら，当審査会において，本件諮問書に添付された行政文書

不開示決定通知書の写し（以下「本件不開示決定通知書」という。）を

確認したところ，「２ 不開示とした理由」欄には，「開示請求のあっ

た行政文書は，作成・取得しておらず保有していないため，不開示とす

る。」と記載されていることが認められる。 

    そこで検討するに，法９条及び行政手続法８条の規定による理由の提

示においては，請求者が不開示の理由を明確に認識し得るものであるこ

とが必要と解されているところ，本件不開示決定通知書には，上記のと

おり，本件対象文書を保有していないという事実に加え，これを保有し

ていない理由が記載されていると認められ，原処分に理由の提示の不備

があるとは認められない。 

 （２）審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断

を左右するものではない。 

 ４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして

不開示とした決定については，総務省において，本件対象文書を保有し

ているとは認められず，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 小泉博嗣，委員 池田陽子，委員 木村琢麿 
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別紙１ 審査請求書（引用されたＵＲＬは省略する。） 

 

審査請求の理由 

審査請求人は，平成３１年２月５日付け，石田真敏総務大臣から情個審第３８

０号の行政文書不開示決定処分（原処分）を受けた。 

しかし，本件処分は，不当であること。 

 

① 開示請求文書＝「答申日：平成３０年５月１４日（平成３０年度（独個）

答申第７号） 山名学答申書 

事件名：本人が特定年度に納付した国民年金保険料の納付書の不開示決定（不

存在）に関する件 

上記の事件の審議過程の分かる文書」と記載して，請求を行なったが，（控

え）は送付されていない。 

情個審第３８０号 平成３１年２月５日によれば，「平成３０年度（独個）答

申第７号の「第３ 諮問庁の説明の要旨 ２ 見解」の記載に至るまでの審議

過程が分かる文書」と書き換えられて，不開示決定が行われている。 

 

② 不開示理由＝「上記の記載は，当該諮問事件の諮問庁である日本年金機構

の説明の要旨を記載したものであるから，開示請求のあった行政文書は，作

成・取得しておらず保有していないため，不開示とする。」 

 

③ 請求文書と決定文書との間では齟齬があること。 

（あ）３０１２２９開示請求対象文書は，作成義務のある文書であり，保有文

書である。 

（い）石田真敏総務大臣は，請求内容を書き換えて，文書を特定したこと。特

定した３１０２２５不開示文書は，保有していない文書である。 

 

④ 請求内容を書き変えたことは違法である。 

 

⑤ 石田真敏総務大臣が行なった処分は，不当行為かつ違法行為に該当する。 

 

岡田雄一総務省情報公開・個人情報保護審査会長に，石田真敏総務大臣に対し，

以下の処分を行うことを求める。 

（あ）「審査請求の趣旨 「本件処分を取り消す」との裁決を求める。」 

（い）請求内容を書き変えたことは違法である。書き変えた行為に対し行政処

分をすること。 

（う）３０１２２９開示請求書に正対した開示決定を行うこと。 
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⑥ 石田真敏総務大臣に対して，以下を求める。 

（あ）３０１２２９開示請求書（控え）を発行すること。総務省は，開示請求

（控え）を発行しないことが，多々ある。他の公共機関では必ず開示請求書

（控え）を発行している。 

（い）請求者の錯誤があった場合を考えて，念のため，３０１２２９開示請求

書（控え）の開示請求書及び３０１２２９開示請求書の日付を書き直した開示

請求書を送付する。 

速やかに，手続きを行うことを求める。 

（添付資料は省略する。） 
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別紙２ 意見書（引用されたＵＲＬは省略する。） 

 

第１ 背景の整理 

（１）「審議過程の分かる文書」の定義について 

総務省行政文書管理規則 標準文書保存期間基準 

上記＜４ｐ＞によれば，中分類は２つに分かれている。 

「調査審議文書」と「部会の開催・運営」との２つである。 

＝＞ 開示請求人は，「調査審議文書」に分類されている「審議過程の分かる

文書」について，開示請求を行っている。 

 

しかしながら，石田真敏総務大臣は，補正依頼を利用して，「部会の開催・運

営」に分類されている文書に誘導していること。 

 

（２）「審議過程の分かる文書」を請求する理由について 

① ３００５１４山名学答申書＜３ｐ＞の記載内容 

「２ 見解 

納付書は，「国民年金保険料の納付受託事務に関する契約書」及び「国民年金

保険料の納付受託取扱要領」に基づき，コンビニエンスストア本部で保管する

こととされている。 

よって，納付書は，現に機構が保有している文書ではないことから，文書不存

在により不開示決定とすることは妥当である。」 

 

整理すると以下の通り 

＝＞ 主張根拠＝「契約書及び要領」の２文書 

＝＝＞ 論理展開＝「納付書は，コンビニエンスストア本部で保管されている。 

よって，納付書は，現に機構が保有している文書ではないこと。」 

＝＝＝＞結論＝「文書不存在により不開示決定とする」 

 

日本年金機構は，平成〇〇年（行ウ）第〇〇号 行政文書不開示処分取消請求

事件 ○○裁判官 では，以下の論理展開を行っている。 

＝＞ 主張根拠＝「契約書及び要領」の２文書 

＝＝＞ 論理展開＝「納付書の保有者は，根本匠厚生労働大臣である。 

よって，納付書は，現に機構が保有している文書ではないこと。」 

＝＝＝＞結論＝「文書不存在により不開示決定とする」 

 

しかしながら，開示請求者は，○○裁判官担当事件においても，総務省への開

示請求においても，「主張根拠＝「契約書及び要領」の２文書」の閲覧をする

ことができないでいること。 
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３００５１４山名学答申書においても，○○裁判官担当事件においても，相手

は，「年金機構には，特定コンビニエンスストア本部に対して，納付書の送付

請求を行えない。」と主張している。 

主張根拠は，「契約書及び要領」の２文書である。 

 

② 「審議過程の分かる文書」は，以下の理由により，作成義務のある行政文

書である。 

＝＞ 作成していないことが事実ならば，公文書管理法に違反している。 

 

ア ３００５１４山名学答申書は，年金機構の裁決に対し，拘束力を持ってい

ること。 

イ ３００５１４山名学答申書は，個人の権利の得喪に係る事案であること。 

 

ウ ３００５１４山名学答申書は，先例として参照されること。 

○ 情報公開・個人情報保護関係 答申・判決データベース 

 

エ 「審議会等文書の定義」が規定されている。 

この定義から，請求文書「審議過程の分かる文書」は，作成義務のある文書で

あること。 

○ 公文書の管理に関する法律施行令別表（８条関係） 

上記の別表 （８条関係）の備考 

（内容は省略する。） 

 

オ 請求文書「審議過程の分かる文書」は，公文書管理法による作成義務のあ

る文書であること。 

○ （文書作成義務）公文書管理法４条前書き＝「・・次に掲げる事項その他

の事項について，文書を作成しなければならない。」 

 

第４項の掲示＝「四 個人の権利義務の得喪及びその経緯」について。 

文書を作成しなければならない。 

 

第２ 石田真敏総務大臣の理由説明書の主張についての認否等。 

理由説明書＜１ｐ＞３行目から１０行目までの主張についての認否等 

 

＝＞ 石田真敏総務大臣は，本件対象文書は，３００５１４山名学答申書の

「審議過程の分かる文書」であることを認識していること。 
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理由説明書＜１ｐ＞１１行目から１２行目までの主張についての認否等 

「・・「審議過程の分かる文書」では開示請求の対象となる行政文書を特定す

ることが困難であった・・」 

 

＝＞ 上記主張は，否認する。 

〇 （整理）公文書管理法５条１項＝「（条文は省略する。）」の規定。 

 

「審議過程の分かる文書」は，作成義務のある文書であること。 

上記規定より，分類整理が義務付けられていること。 

 

「審議過程の分かる文書」の具体的な内容は，山名学委員，常岡孝好委員，中

曽根玲子委員の発言内容がどのような内容であり，どの様に変化した過程が分

かる文書である。 

不開示理由として，「納付書の保有者は，根本匠厚生労働大臣である。」とな

らずに，「納付書は，コンビニエンスストア本部で保管されている。」となっ

たことが分かる文書である。 

 

理由説明書＜１ｐ＞１２行目から１６行目までの主張についての認否 

情報提供の誤誘導について，記載内容を整理すると以下の様になる。 

（１）「審議過程の分かる文書」として，３００５１４山名学答申書を情報提

供した。 

＝＞ 答申書は結果であり，審議過程を明らかにしていないこと。各委員の意

見の内容，各委員の意見の変化の過程は明らかではない。 

開示請求文言に対応した文書ではないことは，明白。 

 

（２）「審議過程の分かる文書」として，諮問事件進行管理票を情報提供した。 

＝＞ 「諮問事件進行管理票」とは，総務省行政文書管理規則 標準文書保存

期間基準 中分類の「部会の開催・運営」に分類される文書である。 

請求対象文書は，中分類の「調査審議文書」に分類される文書である。 

開示請求文言に対応した文書ではないことは，明白。 

 

理由説明書＜１ｐ＞１７行目から＜１ｐ＞２７行目までの主張についての認否

等 

「平成３０年度（独個）答申第７号の「第３ 諮問庁の説明の要旨 ２ 見

解」に至るまでの審議過程の分かる文書に補正し，本件対象文書について，作

成しておらず・・」との主張。 

 

＝＞「審議過程の分かる文書」は，作成義務のある文書であること。分類整理
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して保存する行政文書である。 

しかしながら，情報提供，補正を通過させることで，作成していない文書にな

っている。 

○ 「開示請求文言では特定できない」 

＝＞「補正依頼では，具体的文書名の特定を要求してくる」 

＝＞「開示請求人には，具体的文書名は特定できない。」 

＝＞「文書特定は，石田真敏総務大臣に一任される」 

＝＞「石田真敏総務大臣は，作成していない文書名を特定する（作成していな

い文書名を，特定できた理由が分からない） 」 

＝＞「作成していない文書で保有していない」 

しかしながら，「審議過程の分かる文書」は，作成義務のある文書であること。 

 

理由説明書＜１ｐ＞２８行目から＜１ｐ＞末尾行目までの主張についての認否

等 

「請求文書と決定文書との間には齟齬がある。」 

＝＞「開示請求文言の対象文書」と「石田真敏総務大臣が特定した文書」との

間では，齟齬があること。 

理由は，開示請求文言では，作成義務のある文書を請求している。 

石田真敏総務大臣が特定した文書は，作成していない文書である。 

 

理由説明書＜２ｐ＞１行目から＜２ｐ＞末尾行目までの主張についての認否等 

＝＞ 否認する。 

「審議過程の分かる文書」と「審議結果」とは異なること。 

「審議過程の分かる文書」の要件は，以下の通り。 

（１）委員名とその委員の発言内容が記載されている文書であること。 

（２）時系列で，委員名とその委員の発言内容が記載されている文書であるこ

と。 

（３）時系列で，委員の意思決定の過程が分かる文書である。 

本件の開示請求に係る事案は，「国民の権利の得喪に係る事案である」 

３００５１４山名答申書については，根拠とした「契約書及び要領」について

は，開示請求を拒否していること。 

３００５１４山名答申書は，実際に審議会審議を行ったことを証明する原始資

料の開示請求を拒否していること。 

３００５１４山名答申書は，年金機構に対して拘束力を持っていること。開示

請求者に対して，年金機構を隠れ蓑として利用して，答申内容を強要している

こと。 

今回も，「審議過程の分かる文書」は作成していないことを理由に，不開示を

強要していること。 
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＝＞ 作成していないことが事実ならば，公文書管理法違反である。石田真敏

総務大臣及び作成義務のある公務員の処分を求める。 

 

第３ インカメラ審理を申立てる。 

以下について，存否確認を求める。 

（１）委員名とその委員の発言内容が記載されている文書の存否。 

（２）時系列で，委員名とその委員の発言内容が記載されている文書の存否。 

（３）時系列で，委員の意思決定の過程が分かる文書の存否。 

 

第４ まとめ 情個審に求めること。 

（１）インカメラ審理の結果により，以下の対応を求める。 

① 上記の要件に該当する文書が存在する場合。 

＝＞ 処分を取消し，存在する文書を開示すること。 

② 上記の要件に該当する文書が不存在の場合。 

＝＞ 公文書管理法違反で担当者及び石田真敏総務大臣を処分することを求め

る。 

 

（２）（理由の提示）行政手続法８条に規定する理由付記の制度に，以下の点

で違反していること。 

まず，作成していない文書（存在しない文書）を特定したこと。 

次に，請求人には，どの様な内容が記載されているのか分からない行政文書の

文書を特定した上で，作成していないため不存在で，不開示と不開示理由を主

張していること。 

 

 

 

 


